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研究成果の概要（和文）：本研究では、特にタイを中心に日本企業のCSR活動を調査し、現地に適応したCSR活動の展開
には、複数の国際機関やNGO、大学との連携が必要であること、日本企業の海外でのCSR活動は、現地企業や他の外資系
企業との差別化が課題となっていることを明らかにした。また、海外企業のCSR活動の調査からは、自国の専門性の高
いNPO/NGO等との強いパートナーシップが活動を支えており、戦略的CSR活動には、本国内のNPO等の高い専門性とこれ
ら組織との関係構築が必要であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study focused on CSR activities of Japanese companies in Thailand, and 
clarified effective CSR activities in overseas need the partnership with NPO such as international 
organizations, NGO and universities. In addition, Japanese companies in Thailand face a challenge of 
differentiated CSR activities from other overseas companies and Thai companies. From the survey of 
European companies’ CSR activities, strong partnership with NPOs in one’s country and their expertise 
support strategic CSR activities in overseas.

研究分野： 非営利組織

キーワード： CSR　NPO・NGO　パートナーシップ
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１．研究開始当初の背景 
（１）東・東南アジア地域は開発・生産・販
売ネットワークの形成とその機能化が進み、
とりわけタイは経済的・地政学的に重要な拠
点として多くの Joint Venture（合弁、以下、
JV と記す）が設立されている。タイをはじ
めとした各国は、積極的な企業誘致を行って
おり、東・東南アジア地域のネットワークの
世界経済に占める地位は大きくなっている。
しかしながら、東・東南アジア地域における
日本企業の国際合弁行動や現地市場への戦
略はまだ十分に解明されていない。 
 
（２）国際合弁研究そのものは取引費用仮説、
「 ト ロ イ の 木 馬 仮 説 」（ Trojan Horse 
Hypothesis: THH）等をはじめとして多くの
研究蓄積があるが、これらは主として欧米で
の日本企業の行動を事例としてきた。近年生
産・消費両面で重要な機能を果たしている
東・東南アジア地域での行動に関しては十分
な検証がなされていない。 
 
（３）合弁戦略の策定は、現地市場の取り込
みという点から現地での CSR（Corporate 
Social Responsibility；企業の社会的責任）、
PR （ public relations ； 広 報 ） や GR
（government relations；政界との関係）戦
略とともに策定されたり、または合弁戦略に
応じてこれら戦略の立案実施が重要な課題
になると考えられる。しかしながら、国際合
弁と CSR との関連、CSR に関する研究は、
アフリカなどの第三世界を取り扱うものが
多く、東・東南アジア地域での実態は不明な
点が多い。 
 
２．研究の目的 
（１）そこで本研究では①東・東南アジア地
域における国際合弁行動の理論的・実証的解
明を目指すこと、②東・東南アジア地域にお
ける日本企業の CSR 戦略を解明し、企業の
合弁行動と CSR の連結を目指すことを目的
とした。 
 
（２）とりわけ、企業の合弁の継続・解消に
かかわる企業行動に影響を及ぼす現地市場
に向けた CSR 活動に着目し、生産地と消費
地の両機能をもつタイを中心に、その実態を
明らかにした。 
尚、本研究では CSR を合弁戦略から生じ

る副次的戦略（Additional Strategy）と位置
づけた。 
 
３．研究の方法 
（１）『海外進出総覧』、各社の CSR 報告書等
といった既存資料をもとに、出資形態などを
考慮しながら、合弁の運用実態の把握ととも
に CSR 戦略の実態調査を行った。 
 
（２）（１）の調査をもとに BOP ビジネス、
文化領域でのCSR活動を中心に事例となる企

業を規模別、業種別に抽出した。 
 
（３）（２）の事例抽出においては、海外の
日系商工会議所、NGO/NPO と連携して活動を
行う日本企業、東南アジアで活動する
NGO/NPO 等への聞き取り調査を行った。 
 
（４）事例とした企業調査では、CSR 活動を
行っている現地での観察、聞き取りによりデ
ータを収集し、分析した。 
 
４．研究成果 
（１）日本企業の海外進出先のCSR活動では、
現地の国際機関や NGO/NPO、大学といった組
織との連携により、実現している企業が多い
ことが分かった。特に、現地でも有力といわ
れる大規模な NGO/NPO、大学と連携している
ケースが多い。 
そのため、他社、特に現地企業や他の外資

系企業との差別化が困難になっていること
も明らかとなった。進出先での CSR 活動を現
地への適応を目的としているものの、現地企
業や他の外資系企業と比べて現地における
認知度が低いという課題を抱えていること
が判明した。 
 
（２）途上国での日本企業の CSR 活動には、
国際NGOが企業のニーズに合わせた支援策を
提案し、そのフレームの中で企業が活動を行
うといった形態がとられている。こういった
パートナーシップ関係が進出先での戦略的
CSR 活動の足掛かりとなっていることが分か
った。つまり、より専門性が高く、企業ニー
ズを考慮した活動が提案、展開できる
NGO/NPO を発掘することが、戦略的 CSR にお
いては重要となっていると言える。 
 
（３）個別の事例調査から企業の業種、規模、
進出方法、組織形態、過去の国内外における
CSR 活動の評価によって、その行動に差が生
じていることなどが明らかとなった。とくに
社内におけるCSR活動の意味づけは多様であ
り、過去の CSR 活動の成果がその意思決定に
大きな影響を及ぼしていることが分かった。  
環境や教育領域における活動は、成果が見

えやすいため社内の評価を得やすく、これら
の領域での活動を展開する企業は多い。しか
し、どの企業も取り組んでいる教育や環境領
域での活動だけでは、他社との差別化ができ
ず、十分な成果をあげられないという課題も
抱えている。 
 

（４）一方で、BOP ビジネスや文化領域とい
った、進出先において取り組む企業がまだ多
くない領域での活動は、現地での認知度が高
く、市場への適応を可能にしている場合が多
いことが見えてきた。 
今回調査の事例とした BOP（base of 

pyramid）ビジネスや文化領域で CSR 活動を
行う企業の調査では、CSR 活動が現地での企



業認知度向上や現地コミュニティとの関係
構築に寄与していることが分かった。また進
出前からこういった活動を本社主導で行っ
ているケースもあり、この場合は、海外進出
の足がかかりにこれら活動が位置付けられ
ていた。 
 
（５）海外の日本企業が課題とする現地企業
や他の外資系企業との差別化において、ヨー
ロッパ企業の事例調査から、以下のことが明
らかとなった。 
今回調査したイギリスでは、現地ではなく

国内で高い専門性を持つNGO/NPOとパートナ
ーシップを組むことで、現地の NGO/NPO との
関係だけでは実施できない特徴あるCSR活動
を展開していることがわかった。つまり、自
国に高い専門性と豊富な経験を有する
NGO/NPO があることが企業の戦略的 CSR に貢
献しており、自国のNGO/NPOと組むからこそ、
他国の企業と差別化した独自のCSR活動を実
現している。 
 
（６）以上のことから、今回主な調査地とし
たタイでは、多くの日本企業が現地市場への
戦略としてCSR活動を日本国内以上に意識的
に進めているものの、他社との差別化ができ
てないため、「戦略的」CSR の段階に至ってい
ないことが分かった。 
つまり、本来、海外進出先における合弁の

継続・解消に影響をあたえるはずの CSR 活動
ではあるが、影響を与えるほど戦略的に効果
のあるCSR活動が実施できていないという実
態があると言える。 
 
（７）一方で、企業もこれを課題と捉えてお
り、この課題解決には、日本国内において企
業の戦略的CSR活動に寄与できる高い専門性
を持った民間非営利組織の醸成が必要であ
ると考えられる。そして、この課題には、企
業が日本国内で取り組むCSR活動が貢献して
いる場合があることもわかった。 
国内での CSR 活動において、民間非営利組

織を支援し、これらと強いパートナーシップ
を結び、こういった国内の CSR 活動と国外の
活動が連携することで、より戦略的な活動を
展開している。 
 
（８）これらのことから、今後の課題として、
進出先の合弁戦略とCSR戦略という関係だけ
ではなく、国内と進出先の CSR 戦略の整合性
も考慮して分析する必要があることが判明
した。 
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